
令和６年度いばらきの枝物トップランナー産地拡大事業補助金交付等要綱 

制定 令和６年６月７日付け 産振第 190号 

 

 

（趣旨） 

第１ 国内外で需要が拡大している枝物について、県内での生産拡大を進めるため、規

模拡大の意向のある枝物生産者及び新たに枝物の生産を希望する者を対象に、荒廃

農地等の再生による枝物生産農地の確保の取組を支援する。また、生産農地の拡大

に伴って増加する労力の削減に向けた機械類の導入を支援し、生産体制強化を図る。 

 

（通則） 

第２ 令和６年度いばらきの枝物トップランナー産地拡大事業補助金（以下「補助金」

という。）の交付については、茨城県補助金等交付規則（昭和 36年茨城県規則第 67

号。以下「規則」という。）及びこの要綱に定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

第３ 補助金は、第１の趣旨を踏まえ、次に掲げる事業に要する経費を交付するものと

する。 

１ 荒廃農地等再生支援事業 

別記１に定める事業に要する経費 

２ 生産体制強化支援事業 

別記２に定める事業に要する経費 

 

（定義） 

第４ この要綱において、次の各項に掲げる用語の意味は、それぞれ当該各項に定める

ところによる。 

１ 枝物 切り花に分類されるもののうち切り枝に分類される品目をいう。（花桃、

千両、若松、柳類等） 

２ 事業実施主体 原則、枝物の規模拡大の意向のある農業者及び農業者団体、又は

新たに枝物の生産を希望する者等をいう。 

３ 再生作業 賃借等により当該農地を長期間にわたって耕作する者を確保して、又

はその見通しをもって行う伐根、障害物除去、深耕、整地及び土壌改良をいう。 

また、既存の枝物生産圃場のうち、株枯れ等により生産性が著しく低下した農地

の一部（以下「生産性が低下した枝物を生産している農地」という。）について行

う、部分改植を目的とした伐根、整地、排水改善、土壌改良も含むこととする。 

 ４ 再生面積 補助対象となる農地のうち、再生作業を実施し、枝物を栽植する農地



の面積をいう。 

  なお、同一の事業実施主体が次の各号のいずれかに該当する農地を再生する場合

は、複数筆の再生面積の合算を認める。 

（１）２つ以上の農地が畦畔で接続しているもの 

（２）２つ以上の農地が道路又は水路等で接続しているもの  

（３）２つ以上の農地が各々一隅で接続し、作業の継続に大きな支障がないもの  

（４）段状をなしている２つ以上の農地の高低の差が作業の継続に影響しないもの  

（５）２つ以上の農地が当該農用地の耕作者の宅地に接続しているもの  

（６）その他事業の趣旨に照らして適当であると認められるもの 

 

（事業の内容） 

第５ 本事業は、荒廃農地等再生支援事業及び生産体制強化支援事業により構成される

ものとし、事業内容、事業実施主体又は取組主体、採択要件等についてはそれぞれ

別記１及び別記２に定めるとおりとする。 

  

（事業の推進体制） 

第６ 県は、市町村及び関係機関の協力を得て事業を適正に推進するものとする。 

 

（事業の実施等） 

第７ 事業実施計画については、別記１及び別記２により行うものとする。 

２ 事業の着手については、原則、規則第５に定める交付の決定（以下「交付決定」

という。）の後に着手するものとする。 

３ 本事業を活用するに当たっては、事業実施主体は事業内容に応じた適切な規模の

施工、機械の選定をするよう努めなければならない。 

 

（補助の対象及び補助率） 

第８ 知事は、荒廃農地等再生支援事業及び生産体制強化支援事業を図るために必要な

経費のうち、補助金交付の対象として知事が認める経費（以下「補助対象経費」と

いう。）について、予算の範囲内で補助金を交付する。 

２ 補助対象経費の区分及びこれに対する補助率は、別記１及び別記２に定めるとこ

ろによる。 

 

（流用の禁止） 

第９ 荒廃農地等再生支援事業及び生産体制強化支援事業に係る経費の相互間におけ

る流用をしてはならない。 

 



（補助金の交付申請） 

第 10 事業実施主体は、規則第４の規定による補助金の交付申請をしようとする場合

は、様式第１号による交付申請書を、市町村長を経由して知事に提出しなければな

らない。 

２ 市町村長は、前項で定める交付申請書の提出があった場合は、内容を確認の上、

様式第２号により農林事務所長を経由して知事に提出するものとする。 

３ 第１項の申請書を提出するに当たって、事業実施主体は、当該補助金に掛かる消

費税仕入控除相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額

のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に定める仕入れに係る消費税額とし

て控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に定め

る地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以

下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しな

ければならない。 

ただし、申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除相当額が明らかでない

場合にはこの限りでない。 

 

（交付申請書の提出期限） 

第 11 事業実施主体は、当該事業実施計画書の承認を受けた日から起算して 30日を経

過する日までに、様式第１号により市町村長を経由して交付申請書を知事に提出し

なければならない。 

 

（交付決定の通知） 

第 12 知事は、第 10第１項の規定による交付申請書の提出があった場合は、当該交付

申請書について、審査の上、補助金を交付すべきものと認めたときは速やかに交付

決定を行い、事業実施主体には様式第３号により、市町村には様式第４号により通

知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第 13 事業実施主体は、第 10第１項の規定による交付申請を取り下げようとする場合

は、第 12の規定による交付決定の通知を受けた日から起算して 10日を経過する日

までにその旨を記載し、市町村長を経由して知事に提出しなければならない。 

 

（補助事業の変更等） 

第 14 第 12の規定により補助金の交付決定の通知を受けた者（以下「補助事業者」と

いう。）は、当該補助金の交付の対象となった事業（以下「補助事業」という。）に

ついて、次の各号に示す重要な変更をしようとするときは、あらかじめ様式第５号



により市町村長を経由して知事に提出しなければならない。 

（１）事業実施主体の変更 

（２）事業の廃止 

（３）補助対象経費の 30％を超える増又は県補助金の増 

（４）補助対象経費又は県補助金の 30％を超える減   

２ 市町村長は、前項で定める変更承認申請書の提出があった場合には、当該変更承

認申請書について、内容を確認の上、様式第２号により知事に提出するものとする。 

３ 知事は、当該変更承認申請書の変更の内容が適切と認めた場合には、事業実施主

体には様式第６号により、市町村には様式第４号により通知するものとする。 

 

（概算払い） 

第 15 補助金は、事業完了後交付するものとする。 

ただし、知事が補助事業の円滑な遂行上必要と認めるときは、概算払により交付

することができる。 

２ 概算払は、交付決定した金額の 90％を限度とする。 

ただし、知事が交付決定金額全額を概算払いする必要があると認める場合は、こ

の限りでない。 

３ 補助事業者は、第１項ただし書の規定により補助金の概算払を受けようとすると

きは、概算払を必要とする事由を記載した様式第７号により知事に提出しなければ

ならない。 

４ 前項の規定により概算払を受けた補助事業者は、実績報告書を提出する際に、概

算払精算書（茨城県財務規則の規定による帳票の様式（平成５年茨城県告示第 404

号）様式第 102号）を併せて提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第 16 補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業が完了した日から起算し

て 30日を経過した日又は、令和７年３月 31日のいずれか早い日までに様式第８号

に必要な書類を添えて、市町村長を経由して知事に提出しなければならない。 

 ２ 市町村長は、前項で定める実績報告書の提出があった場合は、内容を確認の上、

様式第２号により農林事務所長を経由して知事に提出するものとする。 

３ 第 10 第３項ただし書きの規定により交付申請をした補助事業者は、第１項の実

績報告書を提出するに当たって、第 10 第３項に定める当該補助金に係る仕入れ消

費税等仕入控除相当額が明らかになった場合、様式第９号により補助金額から減額

して報告しなければならない。 

４ 第 10 第３項ただし書きの規定により交付申請をした補助事業者は、第１項の実

績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に



係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額

した場合にあたっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を様式第９号に

より速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けてこれを返還しなけ

ればならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第 17 知事は、第 16第１項の規定による報告を受けた場合には、実績報告書等の書類

の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の成果が交付

決定の内容及びこれに付した件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額

を確定し、補助事業者には様式第 10 号により、市町村には様式第４号により通知

するものとする。 

２ 知事は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその

額を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ず

るものとする。 

３ 前項の補助金の返還期限及び延滞金は別に定めるものとする。 

 

（額の再確定） 

第 18 補助事業者は、第 17第１項の規定による額の確定通知を受けた後において、本

事業に関し、違約金、返還金、保険料その他の補助金に代わる収入があったこと等

により本事業に要した経費を減額すべき事情がある場合は、当該経費を減額して作

成した実績報告書を第 16に準じて提出するものとする。 

２ 前項の規定による経費の減額がある場合は、第 17 第２項及び第３項の規定を準

用する。 

 

（交付決定の取消等） 

第 19 知事は、第 14第１項の規定による補助事業の変更の申請があった場合及び次の

各号に示す場合には、第 12 の規定による交付決定の全部又は一部を取消、又は変

更することができる。 

（１）補助事業者が、法令、本要綱又は本要綱に基づく知事の処分若しくは指示に違

反した場合 

（２）補助事業者が、補助金を本事業以外の用途に使用した場合 

（３）補助事業者が、本事業等に関して、不正、事務手続の遅延、その他不適当な行

為をした場合 

（４）交付決定後生じた事情等により、本事業の全部又は一部を継続する必要がなく

なった場合 

（５）各号に掲げる場合のほか、補助事業者が本事業の目的に反する行為をした場合 



２ 知事は、前項の規定による交付決定の取消をした場合において、既に当該取消に

係る部分に対する補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部

又は一部の返還を命ずるものとする。 

３ 知事は、前項の返還を命ずるときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付

の日までの期間に応じて、年利 10.95％の割合で計算した加算金の納付を併せて命

ずるものとする。 

 

（財産の管理等） 

第 20 補助事業者は、補助対象経費により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取

得財産等」という。）については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の

注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければ

ならない。 

２ 取得財産等を処分することにより、収入があり、又はあると見込まれるときは、

その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 

（財産の処分の制限） 

第 21 取得財産等のうち規則第 20第２号の知事が定める機械及び重要な器具は、１件

当たりの取得価格又は効用の増加価格が 50万円以上の機械及び器具とする。 

２ 取得財産等のうち規則第 20 第３号のその他知事の定めるものは、１件当たりの

取得価格又は効用の増加価格が 10 万円以上の機械及び器具であり、枝物の生産に

必要な２件以上の機器及び器具を同時に購入し、その取得価格又は効用の増加価格

の合計額が 50万円以上になるものとする。 

３ 規則第 20 に定める財産の処分を制限する期間（以下「処分制限期間」という。）

は、一括償却資産及び少額減価償却資産の特例活用の有無に関わらず、減価償却資

産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）を準用する。 

４ 補助事業者は、処分制限期間中において、処分を制限された取得財産等を処分し

ようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 

５ 前項の規定にかかわらず、補助事業を行うに当たって、補助対象物件を担保に供

し、自己資金の全部又は一部について融資を受ける場合であって、かつ、その内容

（金融機関名、制度融資名、融資を受けようとする金額、償還年数、その他必要な

事項）が第 10 第１項の規定により提出された交付申請書に記載してある場合は、

第 12 の規定による交付決定通知をもって、次の各号に示す条件により知事の承認

を受けたものとみなす。 

（１）担保権が実行される場合は、残存簿価又は時価評価額のいずれか高い金額に補

助率を乗じた金額を納付すること 

（２）本来の補助目的の遂行に影響を及ぼさないこと 



６ 第４項の承認に当たっては、承認に係る取得財産等の残存価値相当額又は処分に

より得られた収入の全部又は一部を県に納付することを条件とすることがある。 

 

（補助金の経理） 

第 22 補助事業者は、交付事業等についての帳簿を備え、ほかの経理と区分して補助

事業の収入及び支出を記載し、補助金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の収入及び支出について、その支出内容の証拠書類又は証拠

物を整備して前項の帳簿とともに補助事業の完了の日の属する年度の翌年度から

起算して５年間整備保管しなければならない。 

ただし、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）第 58 の規定による帳簿の保存は、

同法施行令（昭和 63年政令第 360号）第 71に定める期間とする。 

３ 補助事業者は、取得財産等について当該取得財産等の処分制限期間中、前項に定

める帳簿等に加え、様式第 11 号の財産管理台帳その他関係書類を整備保管しなけ

ればならない。 

４ 前項に基づき作成、整備及び保管すべき帳簿、証拠書類、証拠物、台帳及び調書

のうち、電磁的記録により作成、整備及び保管が可能なものは、電磁的記録による

ことができる。 

 

（効率的かつ適正な執行の確保） 

第 23 県は、本事業の実施に関し、必要な限度において、事業実施主体に対し、報告又

は資料の提出を求めることができる。 

２ 県は、本事業の実施に関し監督上必要があるときは、その対象事業を検査すると

ともに、その結果、違反の事実があると認められるときには、その違反を是正する

ために、事業実施主体に対し、必要な措置を講ずるよう指導することができる。 

 

（補則） 

第 24 本要綱に定めるもののほか、本事業の実施に関し必要な事項については、知事

が別に定める。  



別記１ 荒廃農地等再生支援事業 

第１ 趣旨 

 規模拡大の意向のある枝物生産者及び新たに枝物の生産を希望する者を対象に、

荒廃農地等の再生による枝物生産農地の確保のための取組に対して支援を行う。 

 

第２ 取組主体 

 本事業に取り組むことができる者は、本要綱第４第２項に定める事業実施主体と

する。 

 

第３ 補助対象となる農地 

本事業の補助対象となる農地は、遊休農地、荒廃農地、田（原則、事業実施前年

度に水稲の作付があったものとする）、生産性が低下した枝物を生産している農地

等とする。 

なお、いずれも茨城県内の農地に限る。 

 

第４ 補助対象経費及び補助率 

本事業において補助対象となる経費及びこれに対する補助率は、下表に定めると

ころによるものとする。 

ただし、荒廃農地等の再生に係る市町村単独補助等を活用する場合には、市町村

単独補助額と本事業の補助額の合計が事業費を超えない範囲で認めるものとする。 

 ※新規就農者が 50a以上の農地を再生する場合、又はハナモモ連作障害対策技術実証

試験に取り組む場合、補助率は 2/3以内とする。 

   各費目の内容は下表のとおりとする。 

補助対象経費 補助率 補助額 

○抜根、障害物除去、深耕、整地、その他枝物を生

産する上で必要な排水対策に必要な資材費、機械経

費、工事雑費、委託費、労務費（事業実施主体自ら

が再生作業を行う際に発生する労務費を含む。） 

ただし、客土及び盛土は補助対象外とする。 

 

○再生作業と併せて行う土壌改良（有機質資材の投

入、緑肥作物の栽培等）に必要な資材費 

1/2以内 

（※2/3以内） 

上限 20万円 

／10a 

費目 内容 

資材費 再生作業に使用した機械の燃料代及びその他消耗品代、農地の土壌改良の

ための資材費及び緑肥作物の種子代 

機械経費 自主施工の場合は機械損料、リースの場合はリース代 

工事雑費 再生作業に係る保険料等 

委託費 再生作業に係る委託費、再生作業によって生じた廃棄物の処分料 

労務費 荒廃農地等の再生整備に係る者の人件費 



第５ 採択要件 

１ 事業実施主体は、次の各号に示す要件を満たすこととする。 

（１）事業実施主体は、再生作業を実施した農地において、収量及び品質の向上に

努めながら、５年以上枝物を生産すること。 

ただし、その栽植密度は、原則、県が定める花き栽培基準、又は既存産地の

慣行栽培に準ずることとし、それによらない場合は、別途理由書を添えるもの

とする。 

（２）本事業の実施により、事業実施主体は、荒廃農地等を 10a以上再生すること。 

（３）前号の再生面積の規定に満たない場合において、農業者団体が事業実施主体

の場合は再生面積の合算を認めるものとする。 

（４）事業実施主体は、対象農地の再生作業及び栽植作業を令和７年３月 31 日ま

でに完了すること。また、事業実施主体は、再生作業実施時には当該農地を耕

作する権利を有していること、又は有することが見込まれること。 

（５）前号に定める期日までに、苗の確保が不可能である等の場合には、苗の発注

をもって事業完了とすることを認める。 

   ただし、その事業実施主体は、令和８年３月 31 日までに栽植作業を完了す

ることとする。 

（６）農地の所有者と事業実施主体が異なる場合は、事業実施主体は農地中間管理

機構を通じた原則 10 年以上の貸借権の設定により、当該農地を耕作する権利

を有していること、又は有することが見込まれること。 

２ 採択にあたっては、当該事業実施計画書を知事が別に定める日までに提出した事

業実施主体のうち、次の各号に示す優先順に、事業予算額に達するまで採択するも

のとする。 

  （１）新たに生産する品目が花桃である者。 

  （２）新たに生産する品目が花桃以外の品目であり、再生面積が多い者。 

  （３）品目及び面積が同じ場合は、申請した補助金額が低い者。 

 

第６ 事業の実施手続等 

１ 実施手続 

（１）事業実施主体は、令和６年 12 月 31 日までに様式第 12 号により事業実施計画

書を作成し、市町村長を経由して知事に提出するものとする。 

なお、事業実施計画書の作成に当たっては、市町村に事前相談するものとする。 

（２）市町村長は、前号の事業実施計画書の提出があった場合には、当該事業実施計

画書について、荒廃農地等の地番や面積等を確認の上、様式第 13 号により知事

に提出するものとする。 

（３）農林事務所長は、前号の事業実施計画書の提出があった場合には、様式第 14号



の荒廃農地等再生支援事業実施計画書補助簿に当該事業実施計画書に記載して

いる事業費や面積等を記入し、当該事業実施計画書と補助簿の補助額が一致する

か確認の上、当該事業実施計画書に添えて、知事に提出するものとする。 

（４）知事は、当該事業実施計画書の内容が第５に定める採択要件に適合すると認め

た場合には、事業実施主体には様式第 15号により、市町村には様式第 16号によ

り通知するものとする。 

（５）事業実施計画の重要な変更については、要綱第 14 の規定及び第１号から第４

号までに準じて手続を行うものとする。 

なお、重要な変更とは以下のアからエまでのとおりとする。 

   ア 事業実施主体の変更 

   イ 事業の中止又は廃止 

   ウ 補助対象経費の 30％を超える増又は県補助金の増 

   エ 補助対象経費又は県補助金の 30％を超える減 

 

第７ 補助金の交付決定 

補助金の交付申請及び交付決定は、本要綱第 10から第 12までに定めるところに

よるものとする。 

 

第８ 事業完了の報告等 

１ 事業実施主体は、様式第８号により市町村長を経由して事業完了の報告をするこ

ととする。 

２ 農林事務所長は、実績報告書が提出された場合には、速やかに現地確認を行うも

のとする。 

 ３ 第５第１項第５号の規定により、苗の発注をもって事業完了とする補助事業者は、

令和８年３月 31 日までに栽植作業を完了し、様式第８号により市町村長を経由し

て知事に報告することとする。 

 

第９ 補助金の額の確定 

補助金の額の確定は、本要綱第 17に定めるところによるものとする。 

 

第 10 留意事項 

１ 事業実施主体は、原則５年以上枝物を生産しなければならない。 

ただし、次の各号に示すいずれかに該当する旨の届出があった場合は、事業の中

止又は事業対象農地の変更を認める。 

（１）豪雨、地震等の自然災害により、枝物の生産が困難である場合。 

（２）枝物の市場価格の大幅下落等により、他の高収益な品目へ転換する場合。 



ただし、可能な限り別の枝物の品目へ転換するよう努めること。 

（３）枝物の生育に支障が生じ、生産継続が困難となった場合。 

ただし、改植が可能な場合は、改植により生産維持に努めるものとする。 

（４）事業実施主体において、農業者本人の死亡及び高齢又は農業者本人若しくはそ

の家族の病気、その他これらに類する事由により枝物生産の継続が困難である場合。 

（５）事業実施主体において、農業者等の組織する団体の構成員が死亡したこと等に

より、団体として枝物の生産の継続が困難である場合。 

（６）土地収用法（昭和 26 年法律第 219 号）等に基づき収用若しくは使用を受けた

場合、又は同法第３の「土地を収用し、又は使用することができる事業」の要請に

より任意に売り渡し、若しくは使用させた場合。 

（７）地権者の意向により、再生作業を実施した農地の貸借契約を解約し、枝物生産

が継続できなくなった場合。 

（８）各号に掲げる場合のほか、事業実施主体の責めに帰さない事由により、枝物の

生産が困難である場合。 

 ２ 事業実施主体は、前項に掲げる要件に該当する場合は、様式第 17 号による申請

書を知事に提出するものとする。 

３ 知事は、前項による事業実施主体からの申請が適当であると認める場合は、様式

第 18号により事業実施主体に通知するものとする。 

 ４ 荒廃農地等を外部業者に委託して再生する場合は、業者選定について、一般競争

入札または３者以上の見積を原則とする。 

 ５ 事業実施主体は、自主施工により再生作業を実施する場合は、農林水産省で定め

る土地改良工事積算基準、経済産業省資源エネルギー庁で定める石油製品価格調査、

県で定める機械損料単価及び労務単価等により算出するものとする。 

  



別記２ 生産体制強化支援事業 

第１ 趣旨 

 生産農地の拡大に伴って増加する労力の削減に向けた機械類の導入に関して支

援を行う。 

 

第２ 取組主体 

   本事業に取組むことができる者は、要綱第４第２項に定める事業実施主体であり、

かつ、別記１に定める荒廃農地等再生支援事業の事業を活用する事業実施主体とす

る。 

 

第３ 補助対象経費の範囲 

この事業において補助対象となる経費は、以下に示す機械類の導入に係る本体価

格であって、次の基準を満たすものとする。 

ただし、導入する機械類は労力削減に資するものとする。 

  ・除草作業に係る機械類（乗用草刈機、ハンマーナイフモア等） 

  ・薬剤散布作業に係る機械類（ドローン、スピードスプレーヤー等） 

  ・剪定枝処理作業に係る機械類（チッパー等） 

  ・出荷調整作業に係る機械類（結束機等） 

  ・その他枝物生産に係る機械類 

（１）原則、本体価格が 15万円以上の機械類とする。 

ただし、導入する機械類のアタッチメント、バッテリー等で本体価格が 15 万

円に満たない場合、他に導入する機械類と一体となって効果を発揮する場合に限

り対象とする。 

（２）原則、新品であること。 

ただし、既存の機械類の有効利用の観点及び地域の実情から見て適当と認めら

れる場合は、中古機械の利用によるものを含むことができる。 

なお、この場合、法定耐用年数（減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和

40年大蔵省令第 15号）に定める耐用年数をいう。以下同じ。）から経過期間を差

し引いた残存年数（年単位とし、１年未満の端数は切り捨てる。）が２年以上の

機械とする。 

（３）事業実施年度内に導入が完了する機械類であること。 

２ 既存機械の更新にかかる経費は補助対象経費に含めない。 

なお、これ以外で疑義が生じた場合には、産地振興課と協議するものとする。 

 

第４ 補助対象経費及び補助率 

補助対象経費は、別記２第３に定める機械購入に係る本体価格とし、補助率は 1/2



以内とする。 

なお、１つの事業実施主体に交付する補助金の上限は、その構成人数によらず 150

万円までとする。 

 

第５ 採択要件 

１ 事業実施主体は、事業実施年度に別記１に定める荒廃農地等再生支援事業を活用

する者に限るものとする。 

２ 採択にあたっては、別記１第５第２項の規定に準じて採択するものとする。 

 

第６ 事業の実施手続等 

   事業の実施手続は、別記１第６に定めるところによるものとし、原則、荒廃農地

等再生支援事業の手続と併せて行うものする。 

 

第７ 補助金の交付決定 

補助金の交付申請及び交付決定は、本要綱第 10から第 12までに定めるところに

よるものとする。 

 

第８ 事業完了の報告 

１ 事業実施主体は、様式第８号により市町村長を経由して事業完了の報告をするこ

ととする。 

２ 本事業の実績報告は、同一の事業実施年度に実施する荒廃農地等再生支援事業の

交付決定を得てから行うものとし、原則、荒廃農地等再生支援事業の事業完了の報

告と併せて行うものとする。 

３ 農林事務所長は、実績報告書が提出された場合には、速やかに現地確認を行うも

のとする。 

 

第９ 補助金の額の確定 

補助金の額の確定は、本要綱第 18に定めるところによるものとする。 

 

第 10 留意事項 

１ 業者選定について、一般競争入札又は３者以上の見積もりを原則とする。 

なお、中古の機械導入等３者以上の見積もりが困難と認められる場合には、２者

以下の見積もりも可能とする。 

２ 機械の能力及び規模は、事業実施主体の枝物生産面積（既に枝物を生産してい

る面積を含む。）、生産及び出荷数量等を勘案して決定する。また、茨城県特定高性

能農業機械導入指針で定める機械については、利用下限面積を上回ることを目安



とする（算出においては既存機械も考慮すること）。 

３ 事業実施主体は、機械の効率的利用が図られるよう、利用管理等に関する規定

を定め、利用計画を策定するとともに、作業日誌、利用簿等必要な帳簿を備えてお

くものとする。 

４ 本事業を活用して導入した機械には、事業名、実施年度及び事業実施主体を明

記するものとする。 

 

付 則 

この要綱は、令和６年６月７日から施行する 


